
京都府農林水産物・加工品輸出促進協議会規約 

 

 

（名 称） 

第１条 本協議会は、京都府農林水産物・加工品輸出促進協議会（以下「協議会」という。）と称す

る。 

 

（目 的） 

第２条 協議会は、京都府産の安心・安全で高品質な農林水産物・加工品の輸出に係る現地調査、国

内外での行催事の企画・調整等に取り組むとともに、輸出に取り組む意欲又は関心のある団体・

企業等を対象に広く情報提供やセミナーの開催を行い、京都府産農林水産物・加工品の輸出促進

を図ることを目的とする。 

 

（事 業） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

（１） 京都府産農林水産物・加工品の輸出促進に係る普及啓発及び広報に関すること 

（２） 京都府産農林水産物・加工品の輸出促進に係る国内外での行催事等に関すること 

（３） 京都府産農林水産物・加工品の輸出に係る知的財産保護に関すること 

（４） その他、本協議会目的達成に必要な事項 

 

（組 織） 

第４条 協議会は、正会員及び活動会員で構成する。 

２ 正会員は、協議会の目的に賛同する農林水産物及び加工品の輸出に係る府内の団体、関係機関等

とし、協議会の運営及び事業に参画する。 

３ 活動会員は、協議会の目的に賛同する団体・企業等とし、第８条の専門部会の事業に参画する。 

４ 協議会に、役員として会長１名、会長代行 1名、副会長３名、監事２名以下を置く。 

５ 前項の役員は、次の各号に掲げる役職について当該各号に定める職にある者をもって充てる。 

（１） 会長 京都府農林水産部長 

（２） 会長代行 京都府企画理事兼商工労働観光部長 

（３） 副会長 京都府農業協同組合中央会代表理事専務、京都府森林組合連合会代表理事専務及び

京都府漁業協同組合代表理事専務 

（４） 監事 全国農業協同組合連合会京都府本部副本部長及び公益財団法人京都産業２１事業支援

部長 

 

（役員の職務及び任期） 

第５条 会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

２ 会長代行は、会長を補佐し、協議会の業務を掌理するとともに、会長に事故があるときはその職

務を代行し、会長が欠けたときはその職務を行う。 

３ 副会長は、会長及び会長代行を補佐し、会長及び会長代行に事故があるときはその職務を代行す

る。 

４ 監事は、協議会の会計を監査する。 

５ 役員は、正会員の互選により選出し、任期は１か年とする。ただし再選を妨げない。 

 

（総 会） 

第６条 総会は、毎年度１回会長が招集し、次の事項について審議する。 

（１） 事業計画及び予算、決算に関すること 

（２） 規約の改廃に関すること 

（３） 役員の選出 

（４） その他、会長が必要と認める事項 

２ 総会の議長は、総会において出席会員の中から互選する。 



３ 総会は、正会員の２分の１以上の出席を以って成立する。 

４ 総会の議事は、出席者の過半数の同意によって成立する。賛否同数の場合、議長の決するところ

による 

 

（議事録） 

第７条 総会の議事は、議事録に記載し、議長及び議事録署名人２名の捺印を要する。 

 

（部 会） 

第８条 本協議会の業務を円滑に行うため、本協議会の下に専門部会を置く。 

２ 専門部会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（入 会） 

第９条 正会員として入会しようとするものは、会長に入会申込書を提出し、会長の承認を受けなけ

ればならない。 

２ 活動会員として入会しようとするものは、所属しようとする部会を通じて会長に入会申込書を提

出し、会長が適当と認めるものとする。 

 

（退 会） 

第１０条 正会員は、退会しようとする時は、その旨を会長に届けなければならない。 

２ 活動会員は、退会しようとする時は、その旨を所属する専門部会に届けなければならない。 

 

（会 計） 

第１１条 協議会の経費は、補助金、負担金及びその他の収入をもって充てる。 

 

（年度会計） 

第１２条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年の３月３１日に終わる。 

 

（事務局） 

第１３条 協議会に事務局をおき、事務をつかさどるとともに、第３条に掲げる事業について具体的

に企画・立案の検討を行う。 

２ 事務局は、京都府商工労働観光部経済交流課内に設置する。 

３ 事務局長は、京都府商工労働観光部経済交流課長とする。 

４ 事務局長は、事務及び事業執行をつかさどる。 

 

（その他） 

第１４条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、事務局において別に

定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この規約は、平成２４年 5月１７日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この規約は、平成２９年５月１１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

この規約は、平成３０年７月２０日から施行する。 

 

 



附 則 

（施行期日） 

この規約は、令和元年７月９日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

 この規約は、令和３年６月１７日から施行する。 


